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グローバルモビリティ～国内税務～ 
海外出向者の給与負担と税務調査の留意点 

2022 年４月 

はじめに 

まん延防止等重点措置が解除され、国を跨ぐ移動も増えつつあります。コロナ禍においては、一時退避者の二重課税問題な

どで税コストが増加し、日本本社での負担を余儀なくされているケースも多く存在しています。そこで今回は出向者の給与負担

と税務調査の留意点について見ていきたいと思います。 

出向者の給与負担について 

出向とは一般的に、自社の使用人としての雇用関係を継続（具体的には停止状態）したまま、相当期間にわたって他の企

業に派遣し、その企業の指揮命令の下に業務に従事させることとされています。 

したがって出向者に対する給与は、原則として労務の提供を受けている出向先法人が負担すべきものとなります。仮に、出向

元法人で給与の一部を負担する場合には、その負担することにつき合理的な理由があるかどうかが問題となります。 

最近では、出向元の業務を出向先で行う等、兼務出向も見受けられますが、その場合にはその出向者の給与を勤務の内容

等に応じた合理的な負担区分にそれぞれの法人で負担する必要があります。 
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出向元による給与負担で大きな割合を占める較差補填 

出向元の法人が出向先の法人との給与条件の較差を補填するため出向者に対して支給した給与は、出向期間中であって

も、出向者と出向元の法人との雇用契約が維持されていることから、出向元の法人の損金の額に算入することが認められて

います（法基通 9-2-47）。なお、給与ベースの較差補填のみならず、次のようなものも給与条件の較差を補填するために支

出したものとして損金の額に算入することができます。 

① 出向先法人が経営不振等で出向者に賞与を支給することができないため、出向元法人がその出向者に対して支給す

る賞与の額 

② 出向先法人が海外にあるため、出向元法人が支給する留守宅手当の額 

給与条件の較差 

税務調査においては、調査官により対応が異なり「給与条件の較差の補填」の範囲を狭く考えて否認してくる事例があること

から、「給与条件」について正しく理解することが必要になってきます。 

海外出向者の場合には、基本給以外に赴任支度金、留守宅手当、海外出向手当などの各種手当や、住宅手当、語学

研修費、子女教育費などの現物給与の支給が規定により決定されていますので、これらは日本本社が決定している給与条

件と考えることができます。 

出向先での給与条件と比較して較差が生じている場合には、その較差分については、出向元法人で損金算入が認められる

ことになります。 

税務調査での留意点 

税務調査では給与条件の較差を表面的に捉える傾向にありますので、否認を受けることがないように対応策を講じることが重

要になってきます。以下ポイントごとに説明します。 

① 契約書等の書面の用意 

出向者の費用負担の内容について、出向先と出向元との契約で合意が得られているか、合意した内容に基づき適切に運用

がされているかなどが見られることになりますので、書面にて締結する必要があります。海外出向先においても給与について損

金算入するために、費用負担が合意されている契約書は一般的に必要となります。 

② 給与条件の較差範囲の説明 

給与条件の較差については、出向先法人においてその所在地国における給与水準を把握して給与規定を作成するとともに、

出向者と同等の者の所在地国における給与水準を説明できるようにしておく必要があります。税務調査時に、現地での残業

代の有無や役職手当の類について確認されたケースもあります。 

また、出向元である日本本社の給与条件は何が該当するのかなど範囲を固めて、税務調査の際に説明できるようにしておく

必要があります。 

なお、給与条件の較差の範囲には福利厚生費用も含まれると考えられますので、社会保険料や企業年金の掛金の負担方

法についても整理しておく必要があります。 

③ 給与条件の較差について定期的な見直し 

出向先の給与水準はインフレ等により大きく変動することもあるため、定期的な見直しが必要になります。較差が縮小されて

いる場合には、新たに較差の範囲を定めて運用を行っていくことが大事です。 

今後の出向者の給与負担の在り方 

日本では通達により給与条件の較差部分については損金算入が認められるため、少なからずの日系企業が較差補填を行っ

ていますが、最近では較差補填をやめる企業も出てきています。海外出向先の財務体質が改善し、日本人出向者の給与負

担が可能になったことや、移転価格ポリシーの整備により出向者の給与を全額負担できるようになった、あるいは日本の税務

調査により否認を受けたことなどが背景にあるようです。また出向先での出向者 PE 認定リスクを回避するために、較差補填を

やめたケースも出てきています。 

巷間、日本の賃金の低さが話題に上がりますが、較差補填の制度は当初の目的を終え、経済の動向や企業の成熟度など

を踏まえて制度の見直しが必要な時期に来ているかもしれません。 
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まとめ 

最近の税務調査では海外出向者関連の費用については必ず確認され、ますます厳しく見られるようになっています。上記記

載したポイントは一部ではありますが、重要な部分ですので、実務処理の参考になれば幸いです。 

なお、較差補填の運用の変更を検討している場合には、出向先での損金算入の可否や海外送金等の問題が生じるケースも

ありますので、日本だけではなく海外での取扱いも確認して進めることが肝要です。 

 

 

 

 

※ご参考：過去に発行した関連記事 

グローバルモビリティ～国際税務～税務コンプライアンスリスク：海外赴任者報酬の管理と現地へのタイムリー、かつ、確実

な展開 

グローバルモビリティ～国際税務～コストプロジェクション（赴任コストの事前試算）による海外赴任のコスト管理 

 

※過去のニュースレター一覧はこちら 人事・組織 ニュースレター Initiative 

 国際人事イミグレーション関連記事はこちら グローバルモビリティニュースレター 

 

  

https://www2.deloitte.com/jp/ja/pages/human-capital/articles/hcm/global-mobility-jp-tax-april2021.html
https://www2.deloitte.com/jp/ja/pages/human-capital/articles/hcm/global-mobility-jp-tax-april2021.html
https://www2.deloitte.com/jp/ja/pages/human-capital/articles/hcm/global-mobility-international-tax-Aug2021.html
https://www2.deloitte.com/jp/ja/pages/human-capital/articles/hcm/hc-initiative-articles.html
https://www2.deloitte.com/jp/ja/pages/tax/articles/ges-newsletter.html
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